
11. 放射能等の測定モニタリング手法 

11.1 はじめに 

 原発事故由来の放射性物質に汚染された廃棄物や福島県内の災害廃棄物の処理処分を、

施設の作業従事者や周辺住民の被ばくを最小限に抑えつつ円滑に進める上で、廃棄物や処

理施設の放射能を測定し、そのレベルに応じた対応や処理処分の方法を選択する必要があ

ります。本章では、廃棄物の放射能等の測定モニタリング手法について概説します。 
 
11.2 放射能濃度等測定方法ガイドライン 

 指定廃棄物等の保管や特定一般・特定産業廃棄物処理施設の維持管理に係る空間線量率、

放射能濃度の測定・方法は、環境省の「廃棄物関係ガイドライン」の「第 5 部 放射能濃度

等測定方法ガイドライン」にまとめられており(以下、ガイドラインと呼びます)、平成 23 年

12 月に第 1 版が発出され、平成 25 年 3 月には第 2 版に改訂されました[1, 2]。ガイドライン

の構成は、測定機器(第 1 章)、空間線量率の測定方法(第 2 章)、排ガス(第 3 章)や粉じん(第
4 章)、排水及び公共の水域の水(第 5 章)、周縁地下水(第 6 章)、燃え殻・ばいじん・排水汚

泥・溶融スラグ・溶融飛灰の採取及び測定方法(第 7 章)、溶出量の測定方法(第 8 章)となっ

ています。以下に、各測定対象についての測定方法を概説します。 
 
(1) 空間線量率 
 空間線量率の測定は、廃棄物等の保管や運搬、廃棄物処理施設の維持管理の際に周辺環境

への影響がないことを確認するために実施します。ここでは、廃棄物等の保管に係る空間線

量率の測定について記します。測定の時期は保管の開始前(搬入前)、開始後(搬入中及び搬入

後)とします。測定地点は敷地境界線の 4 点とバックグラウンド地点の 5 地点とします。測

定高さは地上 1m とし、測定場所は周囲 1m 以内に木や建築物がない場所とします。測定機

器は 1 年以内に校正されたシンチレーション式サーベイメータを使用します。機器の時定

数は十分長い時間(例えば 30 秒以上)とし、時定数の 3 倍程度の時間経過して数値が安定し

た後、5 回数値を読み取りその平均値を測定結果とします。 
 
(2) 排ガス 
 試料採取位置は最終排出口と同一組成のガスが採取できる排出口とします。試料採取は

JIS Z 8808「排ガス中のダスト濃度の測定方法」に準拠し、円筒ろ紙(または円形ろ紙)によ

る吸着捕集と吸収瓶による液体捕集を用い等速吸引により採取します。採取量は 3000 L を

目安とします(15 L/分×240 分)。試料採取後の円筒ろ紙はブランクのろ紙と合わせて裁断・

混合して U8 容器に充填します。また、吸収瓶中のドレン洗浄液は 2 L マリネリ容器に充填

します。測定は捕集部(ろ紙部、ドレン部)ごとにゲルマニウム半導体検出器によるガンマ線

スペクトロメトリーにより行います。検出下限値は捕集部ごとに 134Cs、137Cs 共に 2 Bq/m3 
(N)としています。 
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(3) 粉じん 
 開放型の破砕施設では、破砕施設の敷地境界の 2 点(風上側、風下側)でハイボリウムエア

サンプラーにより試料を採取します。試料採取量は 15 m3 とします(500 L/分×30 分)。密

閉型の破砕施設では、排ガスと同様に、JIS Z 8808 に準拠して試料を採取します。採取し

た試料の調製、測定は排ガスと同様に捕集部ごとにゲルマニウム半導体検出器によるガン

マ線スペクトロメトリーにより行いますが、開放型の破砕施設はろ紙部のみの測定となり

ます。検出下限値は捕集部ごとに 134Cs、137Cs 共に 2 Bq/m3 (N)としています。 
 
(4) 排水及び公共の水域の水 
 排水口において、ひしゃく等の採水器具を使用して採取します。採取量は 2 L とします。

公共の水域の水は排水中の放射性セシウム濃度が濃度限度(134Cs: 60 Bq/L、137Cs: 90 Bq/L)
を超過した場合に採取・測定します。排水は U8 容器に、公共の水域の水は 2 L マリネリ容

器充填し、ゲルマニウム半導体検出器によるガンマ線スペクトロメトリーにより測定しま

す。検出下限値は 134Cs、137Cs 共に排水では 10～20 Bq/L、公共の水域の水では 1～2 Bq/L
としています。 
 
(5) 周縁地下水 
 地下水の流向が分かっている場合は保管場所等の下流側、不明な場合は最も近い観測井

や井戸の水を、べーラー等の採取器具を使用して採取します。採取量は 2 L とします。試料

は 2 L マリネリ容器に充填し、ゲルマニウム半導体検出器によるガンマ線スペクトロメト

リーにより測定します。検出下限値は 134Cs、137Cs 共に 1～2 Bq/L としています。 
 
(6)  燃え殻、ばいじん、排水汚泥、溶融スラグ、溶融飛灰 
 試料の採取は代表性に配慮して行い、採取器具としてインクリメントスコップ等を使用

します。堆積した試料の場合は、離れた 4 カ所以上から採取します。コンベア等を流れてい

る試料の場合は、1 ロットが流れている間に一定時間間隔に 4 回以上採取します。採取試料

は全部を 1 つの容器に入れ混合し、最終的に 500 g～1 kg 程度とします。試料は適宜粉砕

を行った後に均一化して U8 容器に充填し、ゲルマニウム半導体検出器または NaI(Tl)シン

チレーションスペクトロメータ、LaBr3(Ce)シンチレーションスペクトロメータによるガン

マ線スペクトロメトリーにより測定します。検出下限値は 134Cs、137Cs 共に 10～30 Bq/kg
としています。 
 
(7) 溶出量 
 溶出量試験は JIS K 0058-1「スラグ類の化学物質試験方法－第１部：溶出量試験方法」

に準拠して行います。一定量の有姿試料に対して 10 倍量の溶媒(水)を添加し、毎分 200 回
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転で 6 時間撹拌して放射性物質を溶出させます。10～30 分静置後に溶媒を抜き取り、必要

に応じて遠心分離を行った後に、メンブランフィルター(孔径 0.45 µm)でろ過して検液とし

ます。検液は U8 容器に充填し、ゲルマニウム半導体検出器または NaI(Tl)シンチレーショ

ンスペクトロメータ、LaBr3(Ce)シンチレーションスペクトロメータによるガンマ線スペク

トロメトリーにより測定します。検出下限値は 134Cs、137Cs 共に 10～20 Bq/L としていま

す。 
 
(8) 第 2 版での主な改訂点について 
 上述の通り、ガイドラインは平成 25 年 3 月に第 2 版に改訂されました。主な改訂内容に

ついて以下に記します。 
 放射能濃度の測定機器について、LaBr3(Ce)シンチレーションスペクトロメータを追加。

この機器は NaI(Tl)シンチレーションスペクトロメータよりもエネルギー分解能に優

れています[3]。 
 空間線量計について、校正方法(JIS Z 4511、Z 4333 に準拠して行う)、校正が困難な場

合の措置(校正済みの空間線量率と測定値を比較して誤差が 20%を下回る場合には測定

値を補正して使用できる)を追加。 
 搬入後の空間線量率の測定結果の評価について、バックグラウンド測定値と「おおむね

同程度」と曖昧な表現であったものが、「バックグラウンド測定値の平均値＋バックグ

ラウンド測定値の標準偏差の 3 倍以内」と、より明確な表現に改めました。 
 排ガスの採取方法について、排ガス温度が高い場合や採取口が小さい場合を考慮して

JIS Z 8808 に定める 2 形捕集装置の使用、排ガス中の水分量が多くドレン量が 2L を

超える場合の加熱濃縮による対処、排ガスの温度が低い場合や水分飽和の排ガスにも

対応できるよう有機製ろ紙の使用に関する事項を追加。2 形捕集装置の導入に係る検討

においては、(一社)廃棄物資源循環学会の平成 23 年度環境省受託業務「廃棄物関連試

料の放射能分析方法に関する調査委託業務」の成果を参照しています[4]。 
 周縁地下水の測定結果の評価について、異常値でないこと」と表現が曖昧であったもの

が、「異常値でないこと(検出下限値以下であること等)」と改めました。 
 燃え殻、ばいじん、排水汚泥、溶融スラグ、溶融飛灰の採取方法について、以下の補足

を追加。①4 カ所以上または 4 回以上採取する根拠として JIS K 0060「産業廃棄物の

サンプリング方法」を引用。②1 カ所あたりの試料採取量は JIS K 0060 に準拠して、

粉状、塊状の試料の場合は最大粒度に基づいて規定される体積以上を目安とし、汚泥は

100 mL 以上の容器等で採取したものを 1 試料の目安とする。試料採取数に係る検討

においては、(一社)廃棄物資源循環学会の平成 23 年度環境省受託業務「廃棄物関連試

料の放射能分析方法に関する調査委託業務」の成果を参照しています[4]。 
 燃え殻、ばいじん、排水汚泥、溶融スラグ、溶融飛灰の測定方法について、LaBr3(Ce)

シンチレーションスペクトロメータを追加。 
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 溶出量の測定方法について、NaI(Tl)シンチレーションスペクトロメータ、LaBr3(Ce)シ
ンチレーションスペクトロメータを追加。但し、シンチレーションスペクトロメータを

適用できるのは、「雨水その他の水が浸入した場合に溶出する事故由来放射性物質の量

が少ない特定廃棄物の要件」(平成 24 年 1 月 13 日環境省告示第 3 号)の試験方法に限

定されます。 
 放射能濃度の測定条件について、(目標値である)検出下限値が達成されない場合には条

件を変更して再度測定を行うが、測定値が得られた場合にはこの検出下限値を適用し

ないとの補足が追加されました。これは、主に焼却灰試料で、コンプトン散乱により検

出下限値が下がらないものの、放射性セシウム自体は検出されているというケースを

想定したものです。 
 放射能濃度の単位を求める際のガス体積の補正について、排ガス及び密閉型破砕施設

の粉じんは体積の補正は標準状態(0℃、101.3 kPa)、乾きガス、開放型破砕施設の粉じ

んは 20℃、101.3 kPa、湿りガスとしました。 
 
11.3 廃棄物等の放射能調査・測定暫定マニュアルとその改訂 

 廃棄物等の放射能濃度の測定モニタリングに関して、環境省のガイドラインに先行して

廃棄物等の調査・測定法研究会により「廃棄物等の放射能調査・測定法暫定マニュアル」(以
下、暫定マニュアルと呼びます)が平成 23 年 11 月に作成・発出されています[5]。暫定マニ

ュアルでは、廃棄物等に係る放射能の調査、測定分析およびそれに付随する試料の取り扱い

や安全管理の方法を適用範囲としています。測定項目は 134Cs、137Cs、131I です(概ね 10 万

Bq/kg 以下、131I は検出の可能性がない場合は省略可)。測定対象は排ガス、灰・汚泥、廃

水・浸出水、受入廃棄物、土壌及び施設内での作業環境です。測定法はゲルマニウム半導体

検出器によるガンマ線スペクトロメトリーです。 
 ガイドライン第 1 版と暫定マニュアルは同時期に発出され、どちらも廃棄物関連試料を

対象とした調査・測定法であったため、分析従事者や廃棄物処理施設管理者等から、両者の

相違点やどちらを参照すべきかという質問が多く寄せられました。現状の整理では、ガイド

ラインは公定法として上位に位置するものであり、暫定マニュアルはその解説やより先駆

的な内容、また調査・研究事例を紹介するものとして位置付けられます[6]。両者の相違点に

ついて、表 11.1 に示します。 
 ガイドラインの改訂を踏まえ、現在、廃棄物資源循環学会により暫定マニュアルの改訂作

業も進められており、近日中に新たなマニュアルとして発出される予定です。主な改訂点に

ついて以下に示します。 
① 適用範囲については、ガイドラインと整合をとるため 134Cs、137Cs に限定しました。但

し、131I については「医療用途での使用があるために医療系廃棄物を対象とした際に検

出することがあり得る」旨の注記として残しています。 
② 作業従事者の安全の確保、試料の採取や取扱、サーベイメータやγ線スペクトル測定機
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器の解説、放射能濃度や線量測定における精度管理について、「共通的事項」としてま

とめて記載しました。作業安全の確保や試料取扱方法については、改正電離則や除染電

離則を参照して改訂を行っています。測定機器については、暫定マニュアルで記載のな

かった NaI(Tl)、LaBr3(Ce)シンチレーションスペクトロメータやサーベイメータを追

加し、また精度管理についても、実際に試験所内で適切な精度管理を行えるよう、それ

ぞれ詳細な解説を加えています。 
③ 各測定対象は、「個別的事項」として各節に記載しました。改訂にあたっては、ガイド

ラインと整合するように項立ての整理を行い、ガイドラインにあって現行の暫定マニ

ュアルにない「空間線量率」、「粉じん」、「公共の水域の水」、「周縁地下水」、「溶出量」

について、ガイドラインの記載内容に準じて新たなマニュアルに追加しました。また、

暫定マニュアルにあってガイドラインにない「受入廃棄物」と「土壌」は、環境省の広

域処理ガイドライン[7]及び「除染関係ガイドライン」[8]を参照するものとして、新たな

マニュアルからは割愛しています。 
④ 個別的事項の各節において、当該対象の測定が必要となる根拠(法令や通知)や測定操作

のフロー、測定方法の原理や妥当性について、「測定の概要」に記載しました。 
⑤ 「排ガス」では、採取方法はろ紙によるろ過捕集及び吸収瓶による液体捕集としたこと、

2 形捕集装置や円形ろ紙、有機性のろ紙はマニュアルに記載された条件で適用可能であ

ること、ドレン部の液量が 2 L を超えた場合の試料の扱い、ろ紙部を U8 容器に充填す

る際の留意点等について改訂しました。 
⑥ 「排水、公共用水域の水」では、試料採取量を 2 L とすることや、使用する測定容器、

γ線スペクトロメトリーでの検出下限値をガイドラインに合わせて改訂しました。 
⑦ 「廃棄物(灰、汚泥、廃稲わら、廃堆肥等)」では、試料の採取箇所数や 1 箇所当たりの

採取量を明記し、測定機器に NaI(Tl)、LaBr3(Ce)シンチレーションスペクトロメータ

の追加を追加しています。 
⑧ ガイドラインより進んだ内容や調査・研究事例、例えば現場での放射能濃度スクリーニ

ング方法や放射性ストロンチウムの測定方法の検討について、マニュアル本編とは別

に附属書として記載する予定です。 
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表 11.1 暫定マニュアルとガイドラインの主な相違点 

 暫定マニュアル ガイドライン 
測定項目 放射性セシウム及び放射性ヨウ素 放射性セシウム 
測定対象 排ガス(4 章)、灰・汚泥(5 章)、廃水・

浸出水(6 章)、受入廃棄物(7 章)、土壌

(8 章)、作業環境(9 章)、一般環境の空

間線量(第 10 章) 

空間線量率(2 章)、排ガス(3 章)、粉じ

ん(4 章)、排水及び公共の水域の水(5
章)、周縁地下水(6 章)、燃え殻・ばい

じん・排水汚泥・溶融スラグ・溶融飛

灰(7 章)、溶出量(8 章) 
排ガスの採取方

法 
ろ紙によるろ過捕集＋吸収瓶による

液体捕集＋活性炭による吸着捕集 
ろ紙によるろ過捕集＋吸収瓶による

液体捕集 
固体試料の採取

箇所数 
4 カ所 4 カ所以上 

固体試料の 1 箇

所当たりの採取

量 

規定なし JIS K 0060 「産業廃棄物のサンプリ

ング方法」に準拠 
100 mL (排水汚泥) 

水試料の採取量 500 mL 程度(検出下限濃度を低くす

る場合は 2 L) 
2 L 

水試料の調製方

法 
浮遊物質を除いて測定する場合 1 µm
または 0.45 µm 孔径相当のメンブレ

ンフィルターでろ過 

規定なし 

放射能濃度の測

定機器 
ゲルマニウム半導体検出器 ゲルマニウム半導体検出器、NaI(Tl)

シンチレーションスペクトロメータ、

LaBr3(Ce)シンチレーションスペクト

ロメータ 
※下線部は一方の調査・測定法にあって他方にないもの。 
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12. 放射性物質を含む焼却灰等の空間的・時間的特性 

 

12.1 はじめに 

 福島第一原子力発電所の事故に伴って放出された放射性物質に由来して、東日本の広範

囲地域において放射性セシウムを高濃度で含む焼却灰等が発生しています。その処分方法

については通知が発出され、具体的な処分方法についても検討されてきましたが、今後放射

性セシウムを高濃度で含む焼却灰等の処分を円滑に進めていくためには、焼却灰等の放射

性セシウム含有レベルや発生量についてその空間的な分布や推移の見通しを示しておくこ

とが重要です。ここでは、そのための知見として、放射性セシウムの焼却灰等中濃度や焼却

ごみへの移行に関して基礎情報の整備と空間的・時間的な傾向の分析を行いました。 

 

12.2 基礎情報の収集整備 

 焼却灰等の放射性セシウム濃度等の空間的・時間的特性に関する基礎情報として、東日本

の 16 都県（岩手、宮城、秋田、山形、福島、茨城、栃木、群馬、埼玉、千葉、東京、神奈

川、新潟、山梨、長野、静岡）の一般廃棄物焼却施設について下記のデータを収集整備しま

した。各データの詳細は表 12.1 の通りです。 

 

表 12.1 放射性物質を含む焼却灰等の空間的・時間的特性に関する基礎情報 

データ 情報源・データ収集方法 詳細 

(1) 焼却灰等の放

射性セシウム濃

度（月別） 

地方自治体による報告値を各地方

自治体ウェブサイトより収集（一部

環境省とりまとめデータ 1)を活用） 

焼却飛灰、焼却主灰、焼却混合

灰、溶融飛灰、溶融スラグ、そ

の他発生物の別にデータ整備 

(2) 焼却処理量、

焼却灰等発生量 

廃棄物・3R研究財団ごみ焼却施設台

帳（平成 21 年度版）、環境省一般廃

棄物処理実態調査（平成 21 年度）、

環境省（廃棄物・リサイクル対策部

廃棄物対策課）提供データ 

 

(3) 設備仕様等 環境省一般廃棄物処理実態調査（平

成 21 年度）、廃棄物・3R 研究財団ご

み焼却施設台帳 

施設種類（焼却、ガス化溶融

等）、処理方式（ストーカ、流動

床等）、灰溶融の有無等 

(4) 各施設のごみ

収集対象区域 

地方自治体ウェブサイト等の情報

（焼却施設情報、地区ごとのごみ収

集情報、清掃事業概要等）、地方自治

体へのヒアリングより空間情報と

して整理。 
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また、空間線量率および放射性セシウムの土壌濃度データは文部科学省の航空機モニタ

リングデータ（2011 年 11 月 5 日換算値）を用いました。ただし、2011 年 3 月 16 日頃およ

び 21 日頃に降雨による放射性セシウムの大きな沈着があった 2)ことをふまえ、データ分析

には Cs-134 および Cs-137 の自然減衰のみを考慮して 2011 年 3 月 22 日時点の値に換算した

値を用いました。また、データの集計や分析には、日本 ESRI 社製地理情報システムソフト

ウェア ArcGIS を用いました。 

 

12.3 一般廃棄物焼却施設における焼却灰等の放射性セシウム濃度の推移 

 図 12.1 および図 12.2 に東日本 16 都県の一般廃棄物焼却施設における焼却灰等の放射性

セシウム濃度測定値（Cs-134 と Cs-137 の合計）の推移をまとめました。図には、施設ごと

の焼却飛灰・溶融飛灰、焼却主灰・溶融スラグの濃度について、月ごとの測定値をプロット

してその推移を示しています。放射性セシウム濃度が比較的高い 8 都県（岩手、福島、茨

城、栃木、群馬、埼玉、千葉、東京）については 2011 年 7 月から 2012 年 9 月、その他の 8

県については 2011 年 7 月から 2012 年 3 月までの推移をまとめました。同一月に複数回ま

たは複数の炉の測定値があった施設についてはその単純平均値をプロットしています。ま

た、欠損値（ウェブサイトで測定値が報告されていない月や不検出であった月）は推移の傾

向が見やすいように補間してプロットしています。焼却飛灰・溶融飛灰のデータは、施設に

よって測定対象が原灰と処理灰（薬剤処理、セメント固化など）で異なります。 

 焼却飛灰・溶融飛灰、焼却主灰・溶融スラグのいずれについても、放射性セシウム濃度は

2011 年 7 月から 2012 年 3 月頃にかけて全体的に低下している傾向があることがわかりま

す。しかしながら、焼却灰等の放射性セシウム濃度は多くの施設で再び上昇しており、2012

年 5 月頃に再びピークが見られます。また、施設によっては 2011 年の 9 月頃にも放射性セ

シウム濃度のピークが見られる場合があります（この変動を読み取りやすいように、2012 年

9 月までのデータを整理した 8 都県の焼却飛灰・溶融飛灰のデータを例として、2011 年 7 月

の濃度を 1 として放射性セシウム濃度を相対的に表わしたものを図 10.3 に示しました）。こ

のデータから、焼却灰等の放射性セシウム濃度には季節変動があり、初夏と秋に上昇する可

能性があると考えられます。 

 この原因としては、初夏や秋には剪定枝や雑草などの草木類の排出量が増加し、草木類や

これに付着した土に含まれて放射性セシウムの混入量が増えたことが可能性として挙げら

れます。このように、焼却灰等の放射性セシウム濃度は一旦低下しても再び上昇することが

十分考えられることから、濃度レベルによっては定期的・長期的なモニタリングが重要と考

えられます。 
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図 12.1 一般廃棄物焼却施設における焼却飛灰・溶融飛灰の 

放射性セシウム濃度（Cs-134と Cs-137の合計）の推移 
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図 12.1（つづき） 一般廃棄物焼却施設における焼却飛灰・溶融飛灰の 

放射性セシウム濃度（Cs-134と Cs-137の合計）の推移 
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図 12.2 一般廃棄物焼却施設における焼却主灰・溶融スラグの 

放射性セシウム濃度（Cs-134と Cs-137の合計）の推移 
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図 12.2（つづき） 一般廃棄物焼却施設における焼却主灰・溶融スラグの 

放射性セシウム濃度（Cs-134と Cs-137の合計）の推移 
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図 12.3 一般廃棄物焼却施設における焼却飛灰・溶融飛灰の放射性セシウム濃度 

（Cs-134と Cs-137の合計）の推移（2011年 7月を 1とした値） 
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12.4 焼却灰等の放射性セシウム濃度の空間分布 

 図 12.4 に、東日本の一般廃棄物焼却施設における焼却飛灰・溶融飛灰の放射性セシウム

濃度レベル（7 月測定値、Cs-134 と Cs-137 の合計）と発生量の空間分布を示します。円の

色が放射性セシウム濃度、円の大きさが焼却飛灰・溶融飛灰の月間発生量（年間発生量を 12

で割った値）を示しています。なお、混合灰の測定値しか報告されていない施設については

図に含まれていません。 

2011 年 7 月時点では、福島県内に加えて岩手県一関周辺、栃木県那須周辺、千葉県東葛

地域などの施設において放射性セシウム 8,000Bq/kg を超える飛灰（赤、橙、または黄色の

円）が月間 50～250 トン程度の量で生じていたことがわかります。一方、特に関東地方にお

いては、8,000Bq/kg は超えていないものの、放射性セシウム濃度が数千 Bq/kg（緑色の円）

が月間数百トンの量で発生していた施設も多く存在することがわかります。これらの施設

で生じた放射性セシウム濃度が 8,000Bq/kg を超えない飛灰は特定一般廃棄物として既に処

分されたものもあると考えられますが、適切な処分がなされているかを把握しておくこと

も放射性物質の管理の面から重要であると考えられます。 
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図 12.4 焼却飛灰・溶融飛灰の放射性セシウム濃度レベルと発生量の空間分布 

（濃度は 2011年 7月測定値、Cs-134と Cs-137の合計） 
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12.5 放射性セシウムで汚染された焼却灰等の施設・地域特性 

図 12.4 に示した飛灰の放射性セシウム濃度と空間線量率の分布状況を見ると、焼却灰等

の放射性セシウム濃度と空間線量率の間には一定の相関があることが予想されます。そこ

で、図 12.5 に施設ごとのごみ収集対象区域の平均空間線量率と飛灰の放射性セシウム濃度

の関係を示します。ごみ収集対象区域の平均空間線量率は、文部科学省航空機モニタリング

に基づいて作成されたメッシュデータを用い、中心点がごみ収集対象区域に含まれるメッ

シュの空間線量率を単純平均したものを用いています。なお、空間線量率の値はバックグラ

ウンドである自然放射線量の値を差し引いていません。 

 

 

図 12.5 焼却飛灰・溶融飛灰の放射性セシウム濃度 

（2011年 7月測定値、Cs-134と Cs-137の合計）と空間線量率の関係 

 

この図より、焼却飛灰や溶融飛灰の放射性セシウム濃度は施設のごみ収集対象区域の空

間線量率と一定の正の相関があることがわかります。その一方で、空間線量率のレベルが同

程度であっても焼却飛灰や溶融飛灰の放射性セシウム濃度は施設によって大きくばらつい

ており、1 桁から 2 桁程度異なっている場合があることがわかります。 

焼却飛灰や溶融飛灰の放射性セシウム濃度は、焼却前のごみの放射性セシウム濃度と焼

却による飛灰への濃縮倍率で決まると考えられますので、施設によるこれらの違いが飛灰

の放射性セシウム濃度の違いに影響していると考えられます。そこで、放射性セシウムの焼

却ごみ濃度や濃縮倍率について推定を行い、地域や施設ごとの特性を分析しました。 
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12.6 焼却ごみの放射性セシウム濃度の傾向 

(1) 焼却ごみの放射性セシウム濃度の推定 

施設ごとの焼却灰等の放射性セシウム濃度、焼却灰等発生量および焼却処理量データを

用いて、下記の式より各施設における焼却ごみの放射性セシウム濃度を推定しました。 

 

焼却ごみ Cs 濃度(Bq/kg)＝
∑ 焼却灰等 i の Cs 濃度(Bq/kg) × 焼却灰等 i の発生量(kg/年)i

焼却処理量(kg/年)
 

 

i は焼却飛灰、焼却主灰、混合灰、溶融飛灰、溶融スラグ等の発生物の種類を示しており、

基本的に焼却施設については焼却飛灰と焼却主灰、または混合灰のデータ、ガス化溶融施設

や灰溶融併設焼却施設については溶融飛灰と溶融スラグのデータを用いて推定を行ってい

ます。 

なお、この推計値は主に剪定枝や雑草などの草木類やこれに付着した土に含まれている

と考えられる放射性セシウムの量を焼却ごみ全体の量で平均化した値となっており、家庭

ごみ全体が放射性セシウムに汚染されていることを示しているわけではありません。言い

換えれば、草木類や土に比較的高濃度で含まれていた放射性セシウムはその他の家庭ごみ

等で薄められており、この推計値はその薄められたときの焼却ごみ全体の平均濃度を示し

ているということになります。 

図 12.6 に推定した焼却ごみの放射性セシウム濃度の推移を 2012 年 9 月までのデータを整

理した 8 都県について示します。焼却ごみの推定放射性セシウム濃度は 2011 年 9 月頃や

2012 年 5 月頃にピークが見られ、これが焼却灰等の放射性セシウム濃度の季節変動につな

がっていると考えられます。ただし、同じ季節について 2011 年と 2012 年を比較すると、一

部の施設を除けば 2012 年の方が低い濃度を示していることから、焼却ごみの放射性セシウ

ム濃度は季節変動によって低下と上昇を繰り返しながら徐々に低下していると予想されま

す。この全体的な低下傾向は Cs-134 の自然減衰や生活圏における放射性セシウムを含む草

木類や土壌の除去、移動（意図的および非意図的な除染活動）によるものである可能性が考

えられます。 

図 12.7 に推定した焼却ごみの放射性セシウム濃度と施設のごみ収集対象区域の平均空間

線量率の関係の例（2011 年 7 月の例）を示します。図より、焼却ごみの放射性セシウム濃

度も空間線量率と一定の相関があり、単純な回帰曲線（累乗関数）上においては 2011 年 7

月時点で平均空間線量率が 0.1μSv/h の地域で 70Bq/kg 程度、0.5μSv/h で 700Bq/kg 程度、

1μSv/h で 2,000Bq/kg 程度と試算されました。ただし、飛灰の場合と同様に、空間線量率の

レベルが同程度であっても焼却ごみの放射性セシウム濃度は施設によって 1 桁強異なって

いる場合があり、一般廃棄物焼却処理への放射性セシウムの移行挙動は施設（地域）によっ

て異なっていると考えられます。 
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図 12.6 一般廃棄物焼却施設における焼却ごみの推定放射性セシウム濃度 

（Cs-134と Cs-137の合計）の推移 
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図 12.7 焼却ごみの推定放射性セシウム濃度（2011年 7月推定値、 

Cs-134と Cs-137の合計）と空間線量率の関係 

 

 

(2) 焼却ごみへの放射性セシウム移行率の推定 

一般廃棄物焼却処理への放射性セシウム移行挙動の施設（地域）による違いを考察するた

め、放射性セシウムの焼却ごみ濃度（推定値）と土壌沈着量から放射性セシウムの焼却ごみ

への移行率を計算し、その傾向を考察しました。各施設の放射性セシウムの焼却ごみ移行率

は下記の式で年間あたりの値として計算しました。 

 

焼却ごみ Cs 移行率＝
焼却ごみ Cs 濃度(Bq/kg) × 年間焼却処理量(kg/年)

ごみ収集対象区域の土壌 Cs 濃度(Bq/m2) × 面積(m2)
 

 

ごみ収集対象区域の土壌放射性セシウム濃度には、文部科学省航空機モニタリングに基づ

いて作成されたメッシュデータから中心点がごみ収集対象区域に含まれるメッシュのデー

タを単純平均したものを用いています。 

図 12.8 に土壌沈着量に対する焼却ごみへの放射性セシウム移行率の分布を示します。放

射性セシウムの移行率は施設によって大きく異なっており、この違いが施設（地域）による

焼却ごみの放射性セシウム濃度の違いの 1 つの影響要因であると考えられます。 

年間あたりで焼却ごみへ移行する放射性セシウムは 8 割以上の施設において土壌沈着量
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の 1%未満であり、最も高い施設でも 8%（2011 年 7 月時点）と推定されました。また、各

施設のごみ収集対象区域への放射性セシウムの総沈着量（＝土壌濃度×面積）で加重平均し

た年間あたりの移行率は 0.1%未満であり、一般廃棄物焼却処理への放射性セシウムの移行

量は沈着量に比して決して多くはないことがわかります。 

全体的な傾向として、2011 年 8 月から 9 月頃に焼却ごみへの放射性セシウム移行率が高

い施設の割合が増えており、冬季はその割合が低下している様子が見られます。また、2012

年 5 月頃に再度ピークが見られ、その後はまた減少傾向が見られます。この変動は焼却ごみ

に含まれる放射性セシウムの主な由来と考えられている剪定枝や雑草などの草木類および

これに付着した土の排出量の季節変動によるものである可能性があります。ただし、これを

裏付けるデータは得られていないため、継続的なデータ蓄積とともに草木類排出に関する

情報収集も望まれます。 

 

 

図 12.8 土壌沈着量に対する焼却ごみへの放射性セシウム移行率の分布 

 

 焼却ごみに含まれる放射性セシウムの主な由来が草木類およびこれに付着した土だとす

れば、放射性セシウムの焼却ごみへの移行率は草木類排出に係る地域的な特性に影響され

ると考えられます。例えば草木類の排出量は住宅の密集度や土地利用状況に関係する可能

性があります。そこで、例として施設のごみ収集対象区域の人口密度（平成 17 年国勢調査

データより算出）と放射性セシウムの焼却ごみ移行率の関係を見てみました。 

図 12.9 に放射性セシウムの焼却ごみ移行率とごみ処理区域の人口密度の関係（2011 年 7
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月の例）を示します。この図より、放射性セシウムの焼却ごみ移行率は人口密度が大きい地

域ほど高い傾向があることがわかります。この結果は、人口密度が高い地域ほど沈着した放

射性セシウムを含む草木類や土壌が除去、移動されている割合が高いという可能性を示し

ていると言えます。一方、人口密度が低い地域では日常生活に直接関係しない森林等の土地

も多く、沈着した放射性セシウムの大部分がそのまま残されているのではないかという推

測ができます。なお、人口密度が低い地域（2,000 人/km2 程度以下）では焼却ごみ移行率は

施設（地域）によって数桁と大きく異なっています。これに対し、人口密度が 5,000 人/km2

程度を超える地域では焼却ごみ移行率がそれほど大きくは異ならない傾向があり、放射性

セシウムの焼却ごみ移行率は高くても数%で頭打ちになっていると考えられます。 

 また、結果は示していませんが、放射性セシウムの焼却ごみ移行率は土地利用区分におけ

る建物用地面積の割合（国土数値情報平成 18 年土地利用細分メッシュデータより算出）や

住宅種類別世帯数の割合（平成 17 年国勢調査データより算出）とも相関が見られました。

しかし、これらの指標は人口密度とも高い相関があり相互に関係していることから、放射性

セシウムの焼却ごみへの移行率は人口密度のみでもある程度説明可能と考えられました。 

  

図 12.9 土壌沈着量に対する焼却ごみへの放射性セシウム移行率と人口密度の関係 

 

 

12.7 焼却灰等への放射性セシウム濃縮傾向 

 焼却灰等の放射性セシウム濃度に影響するもう 1 つの要因である放射性セシウムの焼却

灰等への濃縮倍率について、焼却飛灰・溶融飛灰のデータをもとにその傾向を考察しました。
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図 12.10 は放射性セシウムの焼却ごみ濃度（前節で推定）と焼却飛灰・溶融飛灰濃度の関係

を施設の処理方式別に示したものです。図ではある施設・ある月の測定値を 1 データとして

プロットしています。横軸（焼却ごみ濃度）に対する縦軸（飛灰濃度）の比が焼却飛灰・溶

融飛灰への放射性セシウム濃縮倍率を示します。 

 

 

図 12.10 放射性セシウムの推定焼却ごみ濃度と焼却・溶融飛灰濃度の関係 

 

 飛灰への放射性セシウム濃縮倍率は流動床式焼却施設では明らかに低く、灰溶融併設焼

却施設では全体的に高い傾向があり、ストーカ式焼却施設およびガス化溶融施設はその中

間に位置していることが見て取れます。 

飛灰への放射性セシウム濃縮倍率の分布を処理方式別にヒストグラムで表したものを図

12.11 に示します。流動床式焼却施設における飛灰への放射性セシウム濃縮倍率は大半のデ

ータが 10～15 倍程度であり、施設によるばらつきは非常に小さいことがわかります。一方、

灰溶融併設焼却施設における飛灰への放射性セシウム濃縮倍率は 20～40 倍程度のデータが

多いですが、さらに高い濃縮倍率を示すデータがあるなど全体的に高い傾向があります。ス

トーカ式焼却施設における飛灰への放射性セシウム濃縮倍率は 20 倍程度を中心に流動床式

焼却施設と灰溶融併設焼却施設の中間に位置する分布を示しています。ガス化溶融施設は

データ数が少なく傾向を読取ることは難しいものの、ストーカ式焼却施設と比べて明らか
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な違いは見られません。 

 

 
 

図 12.11 焼却・溶融飛灰への放射性セシウム濃縮倍率の分布（処理方式別） 

 

まとめると、飛灰への放射性セシウム濃縮倍率は灰溶融併設施設、ストーカ式焼却施設お

よびガス化溶融施設、流動床式焼却施設の順に高い傾向にあることがわかります。また、こ

の濃縮倍率データを用いれば、飛灰の放射性セシウム濃度から焼却ごみの放射性セシウム

濃度をおよそ推定できると考えられます。特に流動床式焼却施設は施設による濃縮倍率の

違いが小さいことから、焼却ごみの放射性セシウム濃度を比較的精度よく推定できると考

えられます。 

焼却飛灰・溶融飛灰への放射性セシウム濃縮倍率は、焼却処理量に対する飛灰発生量の割

合（飛灰発生率）と放射性セシウムの飛灰への分配率で決まると考えられます。そこで、処

理方式別にこれらの傾向を考察しました。 

 

(1) 施設の処理方式による飛灰発生率の傾向 

図 12.12 に処理方式別の飛灰発生率の分布（ヒストグラム）を示します。流動床式焼却施

設は他の処理方式に比べて飛灰発生率が高い傾向が見られます。流動床式焼却施設では焼

却灰が基本的に全て飛灰として回収され、炉下に残るのは不燃物のみであることから、焼却

処理量に対して発生する飛灰の割合が高いこの傾向は妥当と考えられます。一方、灰溶融併

設焼却施設では他の処理方式に比べて飛灰発生率が低い傾向が見られます。溶融処理物（焼

却飛灰や焼却主灰）の主要成分のうち溶融飛灰へ移行するのは Na や K などの揮発成分が主
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であり、Si や Al はほぼ溶融スラグへ分配することから、飛灰発生率が低い傾向があること

は妥当と考えられます。焼却灰が焼却飛灰と焼却主灰に分かれて排出されるストーカ式焼

却施設の飛灰発生率は、全体的な傾向として流動床式焼却施設と灰溶融併設焼却施設の間

に位置しています。また、ガス化溶融施設における飛灰発生率はストーカ式焼却施設と同程

度の分布となっています。 

飛灰発生率が高いほど飛灰へ分配した放射性セシウムが希釈され、飛灰発生率が低いほ

ど濃縮される方向に影響しますので、飛灰発生率の点においては飛灰への放射性セシウム

濃縮倍率が低いという傾向と整合しています。 

 

 
 

図 12.12 焼却処理量に対する飛灰発生率の分布（処理方式別） 

 

(2) 施設の処理方式による飛灰への放射性セシウム分配率の傾向 

図 12.13 に処理方式別の飛灰へのセシウム分配率の分布（ヒストグラム）を示します。飛

灰への放射性セシウム分配率は下記の式で計算しました。なお、図ではある施設・ある月の

測定値を 1 データとして数えています。 

 

飛灰への Cs 分配率＝
飛灰 Cs 濃度(Bq/kg) × 飛灰発生量(kg/年)

焼却ごみ推定 Cs 濃度(Bq/kg) × 焼却処理量(kg/年)
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図 12.13 焼却ごみに含まれる放射性セシウムの飛灰への分配率の分布（処理方式別） 

 

 

流動床式焼却施設、灰溶融併設焼却施設では飛灰への放射性セシウムの分配率が多くの

施設で 90%以上となっています。ガス化溶融施設はデータ数が少なく傾向を見出すことは

困難ではありますが、得られた 11 データは全て 90%以上となっています。これらの処理方

式について、施設による飛灰への放射性セシウム分配率の違いはせいぜい±20%程度である

ことから、飛灰への放射性セシウムの分配率の違いだけによって放射性セシウムの濃縮倍

率に数倍程度の大きな差が現れることはないことがわかります。したがって、流動床式焼却

施設、灰溶融併設施設、ガス化溶融施設では、放射性セシウムの飛灰分配率の影響はそれほ

ど大きくなく、飛灰への放射性セシウム濃縮倍率はほぼ施設の飛灰発生率によって決定さ

れていると考えられます。実際に、飛灰発生率の高い傾向のある流動床式焼却施設は飛灰へ

の放射性セシウム濃縮倍率が低く、飛灰発生率の低い傾向のある灰溶融併設焼却施設は濃

縮倍率が高い傾向となっており、飛灰発生率で濃縮倍率の傾向をおよそ説明できる結果と

なっています。 

一方、ストーカ式焼却施設については、飛灰への放射性セシウム分配率が 20%からほぼ

100%まで広い範囲の値を取っており（すなわち施設によって 5 倍程度異なる）、焼却ごみに

含まれる放射性セシウムの飛灰と主灰への分配挙動が施設によって大きく異なっているこ

とがわかります。先に示したように、ストーカ式焼却施設では飛灰への放射性セシウム分配

率も施設によって大きく異なっていることから、放射性セシウム濃縮倍率は飛灰発生率と

飛灰への放射性セシウム分配率の両方に影響されていると考えられます。 
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